
徳島県地域医療構想調整会議設置要綱

（設置）

第１条 徳島県は，医療法（昭和２３年法律第２０５号）第３０条の１４第１２項の規定

に基づき構想区域（同法第３０条の４第２項第７号に規定する「構想区域」をいう。）

ごとに，将来の必要病床数を達成するための方策その他の地域医療構想（同号に規定す

る「地域医療構想」をいう。以下同じ。）の達成を推進するために必要な協議を行うた

め，徳島県地域医療構想調整会議（以下「調整会議」という。）を設置する。

（所掌事項）

第２条 調整会議は，次の事項について所掌する。

（１）地域の病院・有床診療所が担うべき病床機能に関する協議

（２）病床機能報告制度による情報等の共有

（３）地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律（平成元年法律第

６４号）第４条の規定に基づく県計画に盛り込む事業に関する協議

（４）その他の地域医療構想の達成の推進に関する協議

（委員）

第３条 調整会議は，次に掲げる者のうちから徳島県保健福祉部長が委嘱する者を委員と

して組織する。

（１）診療に関する学識経験者の団体

（２）医療関係者

（３）医療保険者

（４）その他の関係者

（任期）

第４条 委員の任期は２年とし，委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は，前任者

の残任期間とする。

（議長及び副議長）

第５条 調整会議に議長及び副議長を置く。

２ 議長及び副議長は，委員の互選によって定める。

３ 議長は，会務を総理し，調整会議を代表する。

４ 副議長は，議長を補佐し，議長に事故があるときは，その職務を代理する。

（設置期間）

第６条 調整会議の設置期間は，施行期日から地域医療構想の達成までとする。



（会議）

第７条 調整会議は，議長が招集する。

２ 調整会議は，委員の過半数が出席しなければ開くことができない。

３ 議長は委員の代理を認めることができる。

４ 議長は，必要があると認めるときは，委員以外の者の出席を求め，その意見を聴く

ことができる。

（アドバイザー）

第８条 調整会議に，データ分析の支援や議論のファシリテートを行わせるため，アドバ

イザーを置くことができる。

２ アドバイザーは，学識経験のある者のうちから，徳島県保健福祉部長が委嘱する。

３ アドバイザーは，調整会議の議論が終了したときは，解任されるものとする。

（部会）

第９条 調整会議に，専門の事項を調査審議させるため，議長が必要と認めるときは，部

会を置くことができる。

（事務局）

第１０条 調整会議の事務局は，徳島県保健福祉部医療政策課に置く。

（その他）

第１１条 この要綱に定めるもののほか，調整会議の運営に関し必要な事項は，議長が調

整会議に諮って定める。

附則

この要綱は，平成２７年４月２日から施行する。

附則

１ この要綱は，平成３０年９月１日から施行する。

２ この要綱の改正の日から平成３１年４月１６日までの間に徳島県地域医療構想調整

会議設置要綱第３条の規定により委嘱される委員の任期は，第４条の規定にかかわら

ず，平成３１年４月１６日までとする。


